
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

先端設備等導入計画の申請対象判断について 

中小企業等経営強化法第２条第 1 項に定義する「中小企業者」

等に該当しますか。 

※詳細は、手引きの 3 ページをご確認ください。 

はい 

いいえ 先
端
設
備
等
導
入
計
画
の
申
請
対
象
に
は
、
該
当
し
ま
せ
ん
。 

1 台 160 万円以上の機械装置等の「対象設備」の導入を予定

し、その設備は新品で、導入前ですか。 

※詳細は、手引きの５ページをご確認ください。 

いいえ 

はい 

１ 

２ 

導入を予定している先端設備等により、労働生産性が年平均

３％以上向上することが見込まれ、年平均の投資利益率が

５％以上となることが見込まれますか。 

※算出方法等の詳細は、手引きの６ページ、８ページをご確

認ください。 

先端設備等導入計画の申請対象に該当します。 

金融機関、商工会議所、商工会等の「認定経営革新等支援機

関」に相談し、「先端設備等導入計画に係る認定申請書」（様

式第 22）の作成を進めてください。 

また、導入先自治体へ申請する前に、「認定経営革新等支援機

関」から、事前に下記２点の確認書を受けてください。 

１．先端設備等導入計画に関する確認書 

２．先端設備等に係る投資計画に関する確認書 

※詳細は、手引きの７ページをご確認ください。 

 

いいえ 

３ 

はい 

いいえ ４ 

下記の書類を、導入先自治体へ申請し、設備の導入前に、認定を受けてください。 

１．先端設備等導入計画に係る認定申請書（様式 22） 

２．先端設備等導入計画に関する確認書 

３．先端設備等に係る投資計画に関する確認書 

４．藤枝市導入促進基本計画適合確認シート 

５．「税情報調査同意書」か「市税完納証明書」 

※詳細は、手引きの 17ページをご確認ください。 

※リースや賃上げ方針の場合は、追加で書類等が必要となります。 

詳細は、手引きの９ページから１１ページをご確認ください。 

 

確認を受けました 

５ 


